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まえがき 

 

本報告書は、ＩＧＳ（国際ジオシンセティックス学会）日本支部 ジオテキスタイル技術

委員会の中に 2007 年から 2010 年の約 3 年間設置された災害復旧技術委員会の活動をまとめ

たものである。本報告書自体は 2010 年 3 月に作成されたが、公表がかくも遅くなったのは、

ひとえに委員長の怠慢である。本委員会活動にご参加いただいた委員各位、中でも報告書の

取りまとめに大変ご尽力いただいた古市正敏幹事には大変感謝するとともに、公表の遅れを

深くお詫び申し上げる。 

さて、本委員会では、降雨 WG（安福規之主査）、地震 WG（若井明彦主査）に分かれ、アン

ケート調査などを通して、降雨や地震によって被災したジオシンセティックス補強土の形態

や被災要因、およびジオシンセティックスを用いた復旧方法（対象被災事例は補強土に限ら

ない）を調査、検討した。調査結果を基に、ジオシンセティックスを用いた復旧対策方法と

災害に強い補強土工法の確立に努めるとともに、被災状況をきちんと把握し検討することが、

結果的には工法の信頼性向上につながるものと考えたためである。しかしながら、事例の収

集、特に被災事例の収集はなかなか進まなかった。委員会が設置されていた 2010 年 3 月まで

においては、被災は恥であり不味いことである。従って、なるべく表沙汰にならないように

する、というのが普通の感覚であった。そういう現実の壁に直面し、私自身かなりめげてい

た。もう少しどうにかならないものかと思い、ぐずぐずしているうちに、2011 年の 3月を迎

えてしまった。それ以降は私自身大震災の対応に追われ、気にはなりながらもそのままにな

ってしまっていた。しかしながら、大震災は状況の変化ももたらした。地震動に加え津波な

ど、想定を大きく超える外力が作用し、補強土壁を含む多くの構造物被害が生じた。とても

密かに処理をできるものではなく、またこれだけの大震災であれば被害もやむを得ないとい

う空気にもなり、多くの被害事例が報告され、被災度が統計的に示された 1)。終局限界状態

に至ったものは 0.5%程度以下であり、90%以上は全くの無被害であった。被災状況をオープ

ンにすることで、却って補強土壁の耐震性の高さを示すこととなった。2012 年 12 月の笹子

トンネル天井板落下事故により、インフラは経年劣化するものであり、いつかは壊れる可能

性があることが広く認識され、被災情報の公開はさらに許容されるようになってきたと感じ

ている。そういう意味では、本委員会の活動は時期的に少し早すぎたのかもしれない。しか

しながら、改めて本報告書に目を通してみると、その後の補強土構造物の被災、復旧、維持

管理に関する検討の嚆矢となる多くの内容を含んでいることに今さらながら気づく。公表が

遅くなってしまったが、本報告書が補強土構造物の今後の発展に寄与することを願う。 

 

2014 年 7 月 桑野二郎（災害復旧技術委員会元委員長） 
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（１）2008 年災害復旧技術委員会活動報告内容 

 委員長：桑野二郎、2008 年 12 月時点総員 22 名 

１）降雨 WG（安福規之主査）、地震 WG（若井明彦主査）に分かれて活動（なるべく同日開催） 

1-1) 降雨 WG 

2008 年 2 月 19 日：副査指名（吉田眞輝）、WG の活動方針 

2008 年 5 月 14 日：アンケート内容の検討、話題提供（中村、澤松、安福） 

2008 年 7 月 16 日：アンケート結果の一次報告、話題提供（桑野） 

1-1) 地震 WG 

2008 年 2 月 19 日：副査指名（吉田浩一）、活動方針、話題提供（桑野、弘中、古市、市橋、

近藤、若井） 

2008 年 5 月 14 日：アンケート内容の検討、話題提供（中村、桑野） 

2008 年 7 月 16 日：アンケート結果の一次報告、話題提供（市橋） 

 ２）2008 年 6 月下旬：アンケート調査開始 

 ３）2008 年 12 月 5 日：委員会活動報告 

（委員会設立の経緯・趣旨、活動概要、検討課題、アンケート結果概要報告など） 

 ４）2008 年 12 月 10 日：災害復旧資料調査（長岡） 

（２）2009 年災害復旧技術委員会活動報告内容 

 委員長：桑野二郎、2009 年 12 月時点総員 22 名 

１）降雨 WG（安福規之主査）、地震 WG（若井明彦主査）に分かれて活動（なるべく同日開催） 

1-1) 降雨 WG 

2009 年 5 月 21 日：2008 年度の活動結果の整理（補強土の被災事例アンケート結果の確認

など） 

2009 年 7 月 1 日：降雨による被災事例(12 件)に関するヒアリング内容と担当者の検討、活

動報告内容についての意見交換 

2009 年 8 月 21 日：平成 21 年 7 月九州北部豪雨における補強土構造物被災事例の紹介、降

雨による被災事例に関するヒアリング内容の検討 

2009 年 11 月 4 日：災害ヒアリングシート内容・実施要綱の確認、ヒアリング担当者の選定、

IGS シンポジウム報告について 

2009 年 11 月中旬から 12 月初旬：ヒアリング結果のとりまとめと IGS シンポジウムにてヒ

アリング内容等の報告 

1-2) 地震 WG 

2009 年 5 月 21 日：昨年度の活動結果の整理、今年度の活動計画(活動報告の目次構成(案)

の作成 

2009 年 7 月 3 日：新潟地震被災・復旧事例の説明、目次・執筆担当の仮決定 

2009 年 11 月 4 日：作業進捗の報告、被災事例の整理（所定の様式）、IGS シンポジウム報

告について 

２）2009 年 12 月 3 日：委員会活動報告（安福降雨 WG 主査、若井地震 WG 主査） 

３）2010 年 8 月下旬：本報告書完成 
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役 割 氏 名 所 属 

委員長 桑野二郎 埼玉大学地圏科学研究センター 

前副委員長 宮武 裕昭 
国土交通省沼津河川国道事務所（前独立行政法人 土木研究
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株式会社四電技術コンサルタント 道路部（前セントラルコンサ

ルタント株式会社） 

降雨ＷＧ   
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委 員 福田 光治 肥後地質調査株式会社 

委 員 久保 幹男 エターナルプレザーブ株式会社 

委 員 内田 繁 東京都 建設局（前セントラルコンサルタント株式会社） 

地震ＷＧ   

ＷＧ主査 若井 明彦 群馬大学大学院工学研究科 社会環境デザイン工学専攻 

ＷＧ副査 吉田 浩一 前田工繊株式会社 東京営業部 

委員 澤松 俊寿 独立行政法人 土木研究所 技術推進本部 施工技術チーム 

委 員 弘中 淳市 三井化学産資株式会社 環境資材開発部 

委 員 明永 卓也 三菱樹脂（株）環境資材事業部土木資材技術グループ 

委 員 近藤 和仁 共和コンクリート工業株式会社 東京本社 技術部 

委 員 御手洗 義夫 東亜建設工業㈱ 技術研究開発センター環境技術グループ 

委 員 福田 誠 ㈲アートン シビルテクノ 
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１．本委員会の検討目的 

ここ数年、地震や豪雨などによる災害が、頻繁に発生している。特に、道路や鉄道等の

国民生活に密接な関係を有する公共土木施設の土構造物の災害事例が増加しており、従来

にまして、災害に強い構造、また万一被災した際に速やかな復旧が可能で信頼性の高い構

造が求められている。 

このような中、本委員会では、補強土に着目し、被災事例や災害への対応状況をアンケ

ートやヒアリングにより収集して整理するとともに、災害復旧技術としての補強土工法の

特徴を把握することを目的に検討を行った。 

また、災害に対して従来工法と比べて優位とされる補強土に関して、減災の観点から、

さらなる構造の信頼性向上を図るため、必要となる課題を整理した。 
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２．被災・復旧事例 

2.1 補強土の崩壊・変形要因と形態 

 (1) 要因 

補強土は盛土構造の一部として使用されることから、「道路土工－盛土工指針」2)を参考に、

補強土の崩壊・変形要因を以下に整理する。補強土の崩壊、変形要因は主に以下の４つである。 

① 自重 

② 異常降雨 

③ 地山からの地下水浸透 

④ 地震 

① 自重 

補強土の基礎地盤が軟弱な場合、急速に施工を行うと、基礎地盤を含む沈下変形や円弧す

べり状のすべり破壊を生じることがある。また、構築後、時間の経過とともに軟弱層の圧

密・変形が進み、想定外の沈下・変形を生じることがある。特に、切り盛り境部や構造物

取付部では、基礎地盤の挙動の違いによって段差を生じることがある。 

② 異常降雨 

片切り片盛り等の斜面上に設けた補強土や谷部を埋める場合において、排水施設の断面閉

塞等により雨水が土構造物内に浸透し、盛土材の間隙水圧が高まることにより、補強土の

深い部分から崩壊することがある。 

また、河川沿いの急斜面に腹付けされた補強土では、増水した河川の水流によりのり尻部

を保護する擁壁の基礎が洗掘されたり、あるいは裏込め土の吸い出しが生じて、補強土本

体が沈下したり流失することがある。 

③ 地山からの地下水浸透 

斜面上に補強土を設けた場合、降雨だけではなく地山からの水の浸透を受けて補強盛土内

の地下水位が上昇し、大規模な崩壊・変状を起こすこともある。この種の崩壊は大規模な

ものとなることがあり、その場合には構造物の機能を完全に失う結果となる。 

④ 地震 

補強土の地震被害は、山地部と平地部で被害の要因、様相が異なる。 

1) 傾斜地盤（傾斜地盤、集水地形）上の補強土の崩壊 
片切り片盛り等の斜面上に盛土した場合や沢部等の集水地形上の補強土において、地

山からの湧水、浸透水、表面水が土構造物内の盛土、裏込め材に浸透し、これらの中の

地下水位が高い状態で地震動を受けると、流動的な崩壊を起こすことがある。また、特

に軟弱な堆積土により支持されている補強土の場合は、大規模な被害になる傾向にある。

これらは地震動の作用により盛土材や基礎地盤内の間隙水圧が上昇し強度低下を起こす

ためと考えられている。 

2) 地すべり・崖錐上の補強土の崩壊 
基礎地盤が地すべり地のように不安定な場合や、崖錐や崩積土が堆積している場合に

は、地震時に基礎地盤とともに補強土が崩壊することがある。 
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3) 軟弱地盤上の補強土の崩壊 
沖積の緩い飽和砂質地盤上に構築された補強土は、地震時に基礎地盤の液状化に伴っ

て大きな被害を生じることが多い。また、せん断強度が低い軟弱粘性土地盤上に構築さ

れた補強土は、地震時に大きな被害を生じることが稀にある。 

4) 腹付けした補強土の変状・崩壊 
旧盛土の腹付けを行った補強土の場合には、地震時に表層部分や腹付け部分の沈下、

すべり崩壊が起こることがある。 

(2) 形態 

補強土工法における変形・破壊の形態を下表に整理する。 

表-2.1.1 補強土工法における変形・破壊モード 3)を加工 

変状形態 模式図 現象 主な要因 

転倒及び支持力

破壊 

 

 

 

 

 

 

補強土が転倒する可能

性がある。特に基礎フー

チングを有する場合に

は、基礎が転倒すること

により壁面全体が前倒

または崩壊に至る。 

基礎地盤の

強度不足 

地震時の水

平力の作用 

すべり破壊 

（全体すべり） 

 

 

 

 

 

 

円弧状あるは層状のす

べりを生じる可能性が

ある 

 

 

 

表層地盤が

軟弱な場合 

浸透水によ

る地山の強

度低下 

不同沈下 

 

 

 

 

 

 

不同沈下による壁面の

クラックや目地開き 

 

 

 

 

基礎地盤の

不均一性 

盛土材不良によ

る局所破壊 

 

 

 

 

 

 

盛土材の圧縮沈下によ

り盛土前面が押し出さ

れ、壁面のはらみだし、

前倒れなどが生じ、補強

材の引き抜けが生じる。 

 

盛土材が不

良な場合 

地震時の水

平力 

降雨浸透による

破壊 

 

 

 

 

 

 

 

降雨による表面流出水

や、急激な降雨から盛土

状に溜水し、壁面と盛土

材の境界部に沿ってパ

イピングを生じて盛土

材が流出することがあ

る。 

異常降雨 
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2.2 ジオシンセティックス補強土に関するアンケートと分析 

2.2.1 アンケートの目的 
本委員会で実施したアンケートは、降雨や地震によって被災したジオシンセティックス

補強土の形態や被災要因、およびジオシンセティックスを用いた復旧方法（対象被災事例

は補強土に限らない）を調査することを目的として作成したものである。 

この調査結果を基に、ジオシンセティックスを用いた復旧対策方法と災害に強い補強土

工法の確立に努めるものとした。なお、被災状況をきちんと把握し検討することが、結果

的には工法の信頼性向上につながるものと考えている。 

 
2.2.2 アンケート調査の要領 
(1) 調査対象 

・ 対象期間：現在まで全て(1980 年以前建設のものも含む) 

・ 対象工事：以下の工事を対象としております。 

・ ジオシンセティックス補強土が地震や豪雨等によって被災した場合の当初工事 

・ 地震や豪雨等により被災した箇所のジオシンセティックス補強土による復旧工事 

(2) アンケート調査期間 
・ アンケート調査期間：平成２０年６月２７日～７月１１日(金)  

(3) アンケート送付対象者 
・ ＩＧＳ日本支部コーポレート委員会会員会社 

(4) 調査／回答用紙 
・ 下記のアンケート表の□欄にチェックを記入いただいた。また、その他の場合には、

（  ）の中に回答をご記入いただいた。 

・ 回答用紙は、個別工事ごとに作成いただいた。 

(5) 回答結果の使用制限 
・ アンケートにおいて、具体的な工事名等をご記入いただきますが、あくまでも委員

会内での整理のために使用するものであり、外部に出す場合は特定できる名称を表

示しないものとした。 
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A1.本アンケートでの形態は以下のどれにあたりますか？

A2.被災時期はいつごろですか？

A3.被災前の施工時期はいつごろですか？（被災を受けた元の構造物が施工された時期）

A4.被災した構造物の用途はどれに該当しますか？

A5.壁面積はどのくらいの規模でしたか？

A6.壁高さはどれくらいの規模でしたか？

※地震時検討高さ

A7.壁面勾配はいくつでしたか？

※補強盛土→土壁の境界

A8.壁面工はどれに該当しますか？

地域
（都道府県） ○○県

ジオシンセティックス補強土に関するアンケート（被災・復旧）

本アンケートは、降雨や地震によって被災したジオシンセティックス補強土の形態、被災要因およびその
復旧方法を調査するものです。この調査結果を基に、ジオシンセティックスを用いた復旧対策方法と災害
に強い補強土工法の確立に努めたいと考えています。
ご多忙のところ誠に恐縮ですが、ご協力の程宜しくお願いいたします。

目　的

工事名
（記入例）○○工事区○○造成工事など

（その他の内容：例：処理場・河川護岸など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（その他の内容：例・・・無処置・のり枠・ラス（ネット）張りなど　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

補強土の被災（他工法での復旧）

被災した補強土を補強土による復旧

国道 一般道（県・市町村道）

緑化（土のう巻き込み） 緑化（エキスパンドメタル）

コンクリート（現場打ち） その他

補強土による復旧（通常盛土もしくは他工法の被災）

鉄道

～1980年 ～1985年 ～1990年 ～1995年 ～2000年 ～2005年 2006年～

高速道路

宅地造成 その他

～100m2 ～500m2 1000m2を超えるもの～1000m2

～5.0m ～8.0m ～15.0m～10.0m 15.0mを超えるもの

直勾配 ～1：0.3 ～1:1.0～1:0.6 1:1.0より緩い勾配

～1980年 ～1985年 ～1990年 ～1995年 ～2000年 ～2005年 2006年～

林道 農道

ため池 堤防

～250m2 ～750m2

緑化（溶接金網）

コンクリートブロック コンクリートパネル
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A9.構築場所の地形はどれに該当しますか？

A9.被災の主となる誘因はどれに該当しますか？

A10.被災の形態はどれに該当しますか？（複数回答可）

A11.被災後の復旧状態はどのようでしょうか？

A12.復旧はどの工法で行なわれましたか？複数回答可

A13.被災前兆候はありましたか？

A14.あった場合どのように見つかりましたか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　ご協力ありがとうございました

その他ご意見ありましたらご自由に記入御願いします。
例・・・目詰まりで排水工が機能していなかった。メンテナンス方法などの確立にも努めて欲しい　　など

（その他の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（その他の内容：例・・・雪解けによる湧水など　　　　　　　　　　　　）

（その他の内容：　　　　　　　　　　）

（その他の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

降　雨 地　震 その他

天端部の沈下・クラック発生 のり面部の沈下・クラック発生 壁面のはらみだしなどの顕著な変形

壁面部分の崩壊 全体崩壊 その他

全復旧 一部復旧 計測管理

押さえ盛土 排水工 アンカー工 その他の補強土

コンクリート擁壁工

沢　部 自然斜面への擦り付け 切り土斜面への擦り付け

平地部 その他

切り土

その他積みブロック工

あった なかった

定期計測 巡回中目視による 近隣からの通報

尾根部
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2.2.3 アンケート結果 
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1 Ａ社
上益城広域営農
団地農道整備事
業

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

補強土壁の上部５０ｃｍ程度の所か
ら地すべりが発生し、補強土がその
すべりに巻き込まれた形であった。
盛土が地下水の移動を妨げるなどに
よりすべりを誘発した可能性があ
る。

2 Ａ社
上益城広域営農
団地農道整備事
業

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

補強土壁の内部に道路面からの雨水
が大量に流入した。地山からの地下
水は特別見られなかったため、規模
の大きい排水工は設備されていな
かった。盛土内に流入した水が圧力
となって補強土壁を破壊した。

3 Ｂ社 農道工事 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

溶接金
網が被
害が大
きい

○ ○
大きな
上載盛
土あり

○
せっぴ

○ ○
天端の
み壁面
変形

○

○
天端補強土
取替及びさ
らなる補強

工

○ ○

4 Ｂ社
ダム工事(調整
池周り)

北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
溶接金
網が被
害が大

○ ○
○

せっ
ぴ・融

○ ○ ○ ○
壁面大
きな崩

壊

○ ○
○

復旧及び
押さえ

○ ○

5 Ｂ社 県道工事 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L型鋼
製枠

○ ○ ○ ○
集中豪

雨
○ ○ ○

壁面・
回転

○
○

天端養生
○ ○

6 Ｂ社 県道工事 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L型鋼
製枠

○ ○ ○ 集中豪
雨

○ ○ 壁面・
回転

○ ○
○

天端養生
○ ○

7 Ｂ社 橋梁取付部盛土 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

植生
マット

○ ○ ○
集中豪

雨
○

法面植
生工・
崩落

○ ○
○

表層排水溝
（アスカー

○ ○

8 Ｃ社
国道17号線天納
地区災害復旧工
事

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新潟中
越地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

9 Ｃ社
関越自動車道
堀之内ＩＣ

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

新潟中
越地震

○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

光ファイバーセンサー機能付ジオテ
キスタイルにより施工中、施工後に
動態観測を実施。

10 Ｃ社
能登有料自動車
道　縦９工区

石川県 ○ ○

○
有料
自動
車道

○ ○ ○ ○ ○ ○
○

能登半
島地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

光ファイバーセンサー機能付ジオテ
キスタイルにより施工中、施工後に
動態観測を実施。壁面変位の計測も
実施。

11 Ｃ社
能登有料自動車
道　縦９工区

石川県 ○ ○

○
有料
自動
車道

○ ○ ○ ○ ○ ○

応急復
旧は土
のう

巻き込
み

工法。

○ ○
○

能登半
島地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

時間の制約があったため、大型土の
うによる巻き込み工法にて応急復旧
を行った。有料道路開通後に、本復
旧は鋼製壁面材で法面を復旧。

12 Ｃ社
小田代勝浦線工
事

千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基礎地
盤の沈

下

○ ○ 現況復旧 ○

13 Ｃ社
市道堀江148号
線工事

愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基礎地
盤の沈

下

○ ○ 現況復旧 ○ ○

14 Ｃ社
飛騨東部第２期
地区第２工区付
帯工事

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

凍上
○ ○

○
現況復旧

○

15 Ｄ社
池中神田市ノ沢
線　道路工事

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

16 Ｄ社
柏崎高浜堀之内
線

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
支持地盤の
改良+補強
土壁再構築

○

17 Ｄ社 宮本歩道工事 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
基礎地
盤の液
状化に
伴うカ
ルバー

○

○
支持地盤の
改良+補強
土壁再構築

○

18 Ｄ社
県営ほ場整備事
業

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

19 Ｄ社 町道坂田線 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

20 Ｄ社 市道柏崎藤掛線 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

舗装面
の復旧

○

21 Ｄ社
道路災害復旧工
事

岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 Ｅ社
林道高森線災害
復旧工事

大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 Ｅ社
今治A-1地区道
路構成工事

愛媛県 ○ ○ ○
○

造成
地内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 Ｆ社 伊集院日吉線
鹿児島
県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 Ｆ社 タエン崎１工区
鹿児島
県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 ＺＡ社 該当工事なし

2 ＺＢ社 該当工事なし

7 5 14 0 0 2 1 10 11 0 0 2 2 10 6 2 10 3 4 1 0 0 1 0 3 2 4 11 0 3 6 6 10 6 3 3 2 14 7 0 1 1 11 12 0 1 2 6 14 1 7 4 5 1 12 10 3 15 3 7 4 5 6 10 13 2 3 6 0 0 1 1 0 20 4 21 0 7 0

A5
壁面積

A6
壁高さ

集　　計

工事名 地域

　アンケート
項目

回答会社名

A3
復旧 徴候の経緯徴候

A15A14A13
施工時期 用途

A11
被災形態

A7
壁面勾配

A8
壁面工

A10
被災誘因

A9
構築場所

A12
復旧状態

備考
(その他）

No.

A4A2A1
対象 被災時期

アンケート回答リスト（全体） 
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7, 27%

5, 19%

14, 54%

A1 対象

補強土の被災

補強土による復旧

被災した補強土を補強土による

復旧

2, 8%
1, 4%

10, 42%

11, 46%

A2 被災時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

2, 10%

2, 10%

10, 50%

6, 30%

A3 施工時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

2, 8%

10, 42%

3, 12%

4, 17%

1, 4%

1, 4% 3, 13%

A4 用途

国道

一般道

林道

農道

高速道路

鉄道

ため池

堤防

宅地造成

その他

2, 8%

4, 15%

11, 42%
0, 0%

3, 12%

6, 23%

A5 壁面積

～100m2

～250m2

～500m2

～860m2

～1000m2

1000m2を越える

6, 21%

10, 36%

6, 21%

3, 11%

3, 11%

A6 壁高さ

～5.0m

～8.0m

～10.0m

～15.0m

15.0mを越えるもの

2, 8%

14, 59%

7, 29%

1, 4%

A7 壁面勾配

直勾配

～1:0.3

～1:0.6

～1:1.0

1:1.0より緩い

1, 3%

11, 33%

12, 37%

1, 3%

2, 6%

6, 18%

A8 壁面工

緑化（土のう）

緑化（エキスパンドメタル)

緑化(溶接金網)

コンクリート(現場打ち)

コンクリートブロック

コンクリートパネル

その他

14, 44%

1, 3%

7, 22%

4, 12%

5, 16%

1, 3%

A9 構築場所

沢部

尾根部

自然斜面へのすり付け

切土斜面へのすり付け

平地部

その他

12, 48%

10, 40%

3, 12%

A10 被災誘因

降雨

地震

その他

15, 37%

3, 7%

7, 18%

4, 10%

5, 13%

6, 15%

A11 被災形態

天端部の沈下・クラック発生

法面部の沈下・クラック発生

壁面のはらみだしなど顕著な変

形

壁面部分の崩壊

全体崩壊

その他

10, 40%

13, 52%

2, 8%

A12 復旧状態

全復旧

一部復旧

計測管理

3, 10%

6, 19%

1, 3%

1, 3%

20, 65%

A13 復旧

押さえ盛土

排水工

切土

アンカー

その他の補強土

コンクリート擁壁工

積みブロック工

その他

4, 16%

21, 84%

A14 徴候

A14 徴候 あった

A14 徴候 なかった

7, 100%

0, 0%

A15 徴候の経緯

定期計測

巡回目視による

近隣からの通報

凡例： 回答数，割合(%)

アンケート回答（全体） 
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アンケート回答リスト（誘因：地震） 

補

強

土

の

被

災

補

強

土

に

よ

る

復

旧

被

災

し

た

補

強

土

を

補

強

土

に

よ

る

復

旧

～

1

9

8

0

～

1

9

8

5

～

1

9

9

5

～

2

0

0

0

～

2

0

0

5

2

0

0

6
～

～

1

9

8

0

～

1

9

8

5

～

1

9

9

5

～

2

0

0

0

～

2

0

0

5

2

0

0

6
～

国

道

一

般

道

林

道

農

道

高

速

道

路

鉄

道

た

め

池

堤

防

宅

地

造

成

そ

の

他

～

1

0

0

m

2

～

2

5

0

m

2

～

5

0

0

m

2

～

8

6

0

m

2

～

1

0

0

0

m

2

1

0

0

0

m

2

を

越

え

る

～

5

.

0

m

～

8

.

0

m

～

1

0

.

0

m

～

1

5

.

0

m

1

5

.

0

m

を

越

え

る

も

の 直

勾

配

～

1

:

0

.

3

～

1

:

0

.

6

～

1

:

1

.

0

1

:

1

.

0

よ

り

緩

い

緑

化
（

土

の

う
）

緑

化
（

エ

キ

ス

パ

ン

ド

メ

タ

ル

)

緑

化

(

溶

接

金

網

)

コ

ン

ク

リ
ー

ト

(

現

場

打

ち

)

コ

ン

ク

リ
ー

ト

ブ

ロ
ッ

ク

コ

ン

ク

リ
ー

ト

パ

ネ

ル

そ

の

他

沢

部

尾

根

部

自

然

斜

面

へ

の

す

り

付

け

切

土

斜

面

へ

の

す

り

付

け

平

地

部

そ

の

他

降

雨

地

震

そ

の

他

天

端

部

の

沈

下

・

ク

ラ
ッ

ク

発

生

法

面

部

の

沈

下

・

ク

ラ
ッ

ク

発

生

壁

面

の

は

ら

み

だ

し

な

ど

顕

著

な

変

形

壁

面

部

分

の

崩

壊

全

体

崩

壊

そ

の

他

全

復

旧

一

部

復

旧

計

測

管

理

押

さ

え

盛

土

排

水

工

切

土

ア

ン

カ
ー

そ

の

他

の

補

強

土

コ

ン

ク

リ
ー

ト

擁

壁

工

積

み

ブ

ロ
ッ

ク

工

そ

の

他

あ
っ

た

な

か
っ

た

定

期

計

測

巡

回

目

視

に

よ

る

近

隣

か

ら

の

通

報

8 Ｃ社
国道17号線天納
地区災害復旧工
事

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新潟中
越地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

9 Ｃ社
関越自動車道
堀之内ＩＣ

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新潟中
越地震

○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

光ファイバーセンサー機能付ジオ
テキスタイルにより施工中、施工
後に動態観測を実施。

10 Ｃ社
能登有料自動車
道　縦９工区

石川県 ○ ○

○
有料
自動
車道

○ ○ ○ ○ ○ ○ 能登半
島地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

光ファイバーセンサー機能付ジオ
テキスタイルにより施工中、施工
後に動態観測を実施。壁面変位の
計測も実施。

11 Ｃ社
能登有料自動車
道　縦９工区

石川県 ○ ○

○
有料
自動
車道

○ ○ ○ ○ ○ ○

応急復
旧は土
のう

巻き込
み

工法。

○ ○ 能登半
島地震

○ ○ ○ ○

ジオテキ
スタイル
補強土壁
による

強化復旧

○

時間の制約があったため、大型土
のうによる巻き込み工法にて応急
復旧を行った。有料道路開通後
に、本復旧は鋼製壁面材で法面を
復旧。

15 Ｄ社
池中神田市ノ沢
線　道路工事

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

16 Ｄ社
柏崎高浜堀之内
線

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
支持地盤の
改良+補強
土壁再構築

○

17 Ｄ社 宮本歩道工事 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
基礎地
盤の液
状化に
伴うカ
ルバー

○

○
支持地盤の
改良+補強
土壁再構築

○

18 Ｄ社
県営ほ場整備事
業

新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

19 Ｄ社 町道坂田線 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

路盤・舗装
面の復旧

○

20 Ｄ社 市道柏崎藤掛線 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

舗装面
の復旧

○

4 3 3 0 0 0 0 5 5 0 0 0 1 6 0 2 4 1 0 1 0 0 0 0 2 1 1 5 0 1 3 2 4 3 2 0 0 5 5 0 0 1 4 6 0 0 2 1 5 0 2 1 2 0 0 10 0 7 0 2 0 3 1 5 5 0 2 2 0 0 1 0 0 10 0 10 0 0 0

A12
復旧状態

備考
(その他）

No.

A4A2A1
対象 被災時期

A11
被災形態

A7
壁面勾配

A8
壁面工

A10
被災誘因

A9
構築場所

A6
壁高さ

A3
復旧 徴候の経緯徴候

A15A14A13
施工時期

集　　計

工事名

　アンケート項
目

回答会社名

地域

A5
壁面積用途
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アンケート回答（誘因：地震） 

4, 40%

3, 30%

3, 30%

A1 対象

補強土の被災

補強土による復旧

被災した補強土を補強土によ

る復旧

0, 0%

5, 50%5, 50%

A2 被災時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

0, 0%

1, 14%

6, 86%

A3 施工時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

2, 20%

4, 40%
1, 10%

1, 10%

2, 20%

A4 用途

国道

一般道

林道

農道

高速道路

鉄道

ため池

堤防

宅地造成

その他

1, 9%

1, 9%

5, 46%

1, 9%

3, 27%

A5 壁面積

～100m2

～250m2

～500m2

～860m2

～1000m2

1000m2を越える

2, 18%

4, 37%

3, 27%

2, 18%

0, 0%

A6 壁高さ

～5.0m

～8.0m

～10.0m

～15.0m

15.0mを越えるもの

5, 50%5, 50%

0, 0%

A7 壁面勾配

直勾配

～1:0.3

～1:0.6

～1:1.0

1:1.0より緩い

1, 7%

4, 29%

6, 43%

2, 14%

1, 7%

A8 壁面工

緑化（土のう）

緑化（エキスパンドメタル)

緑化(溶接金網)

コンクリート(現場打ち)

コンクリートブロック

コンクリートパネル

その他

5, 50%

0, 0%

2, 20%

1, 10%

2, 20%

0, 0%

A9 構築場所

沢部

尾根部

自然斜面へのすり付け

切土斜面へのすり付け

平地部

その他

10, 100%

0, 0%

A10 被災誘因

降雨

地震

その他

7, 54%

0, 0%

2, 15%

3, 23%

1, 8%

A11 被災形態

天端部の沈下・クラック発生

法面部の沈下・クラック発生

壁面のはらみだしなど顕著

な変形

壁面部分の崩壊

全体崩壊

その他

5, 50%5, 50%

0, 0%

A12 復旧状態

全復旧

一部復旧

計測管理

2, 13%

2, 13%

1, 7%
10, 67%

A13 復旧

押さえ盛土

排水工

切土

アンカー

その他の補強土

コンクリート擁壁工

積みブロック工

その他

10, 100%

A14 徴候

あった

なかった

凡例： 回答数，割合(%)
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補

強

土

の

被

災

補

強

土

に

よ

る

復

旧

被

災

し

た

補

強

土

を

補

強

土

に

よ

る

復

旧

～

1

9

8

0

～

1

9

8

5

～

1

9

9

5

～

2

0

0

0

～

2

0

0

5

2

0

0

6
～

～

1

9

8

0

～

1

9

8

5

～

1

9

9

5

～

2

0

0

0

～

2

0

0

5

2

0

0

6
～

国

道

一

般

道

林

道

農

道

高

速

道

路

鉄

道

た

め

池

堤

防

宅

地

造

成

そ

の

他

～

1

0

0

m

2

～

2

5

0

m

2

～

5

0

0

m

2

～

8

6

0

m

2

～

1

0

0

0

m

2

1

0

0

0

m

2

を

越

え

る

～

5

.

0

m

～

8

.

0

m

～

1

0

.

0

m

～

1

5

.

0

m

1

5

.

0

m

を

越

え

る

も

の 直

勾

配

～

1

:

0

.

3

～

1

:

0

.

6

～

1

:

1

.

0

1

:

1

.

0

よ

り

緩

い

緑

化
（

土

の

う
）

緑

化
（

エ

キ

ス

パ

ン

ド

メ

タ

ル

)

緑

化

(

溶

接

金

網

)

コ

ン

ク

リ
ー

ト

(

現

場

打

ち

)

コ

ン

ク

リ
ー

ト

ブ

ロ
ッ

ク

コ

ン

ク

リ
ー

ト

パ

ネ

ル

そ

の

他

沢

部

尾

根

部

自

然

斜

面

へ

の

す

り

付

け

切

土

斜

面

へ

の

す

り

付

け

平

地

部

そ

の

他

降

雨

地

震

そ

の

他

天

端

部

の

沈

下

・

ク

ラ
ッ

ク

発

生

法

面

部

の

沈

下

・

ク

ラ
ッ

ク

発

生

壁

面

の

は

ら

み

だ

し

な

ど

顕

著

な

変

形

壁

面

部

分

の

崩

壊

全

体

崩

壊

そ

の

他

全

復

旧

一

部

復

旧

計

測

管

理

押

さ

え

盛

土

排

水

工

切

土

ア

ン

カ
ー

そ

の

他

の

補

強

土

コ

ン

ク

リ
ー

ト

擁

壁

工

積

み

ブ

ロ
ッ

ク

工

そ

の

他

あ
っ

た

な

か
っ

た

定

期

計

測

巡

回

目

視

に

よ

る

近

隣

か

ら

の

通

報

1 Ａ社
上益城広域営農
団地農道整備事
業

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

補強土壁の上部５０ｃｍ程度の所か
ら地すべりが発生し、補強土がその
すべりに巻き込まれた形であった。
盛土が地下水の移動を妨げるなどに
よりすべりを誘発した可能性があ
る。

2 Ａ社
上益城広域営農
団地農道整備事
業

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

補強土壁の内部に道路面からの雨水
が大量に流入した。地山からの地下
水は特別見られなかったため、規模
の大きい排水工は設備されていな
かった。盛土内に流入した水が圧力
となって補強土壁を破壊した。

5 Ｂ社 県道工事 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L型鋼
製枠

○ ○ ○ ○
集中豪

雨
○ ○ ○

壁面・
回転

○
○

天端養生
○ ○

6 Ｂ社 県道工事 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
L型鋼
製枠

○ ○ ○ 集中豪
雨

○ ○ 壁面・
回転

○ ○
○

天端養生
○ ○

7 Ｂ社 橋梁取付部盛土 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

植生
マット

○ ○ ○
集中豪

雨
○

法面植
生工・
崩落

○ ○
○

表層排水溝
（アスカー

○ ○

12 Ｃ社
小田代勝浦線工
事

千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基礎地
盤の沈

下

○ ○ 現況復旧 ○

13 Ｃ社
市道堀江148号
線工事

愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基礎地
盤の沈

下

○ ○ 現況復旧 ○ ○

21 Ｄ社
道路災害復旧工
事

岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 Ｅ社
林道高森線災害
復旧工事

大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 Ｅ社
今治A-1地区道
路構成工事

愛媛県 ○ ○ ○
○

造成
地内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 Ｆ社 伊集院日吉線
鹿児島
県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 Ｆ社 タエン崎１工区
鹿児島
県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 2 8 0 0 2 1 2 6 0 0 2 0 2 6 0 6 2 2 0 0 0 0 0 1 1 3 4 0 1 2 2 5 3 1 2 2 7 1 0 1 0 5 4 0 1 0 3 7 1 4 3 1 0 12 0 0 6 2 3 2 2 3 4 6 2 0 4 0 0 0 1 0 7 2 10 0 5 0

A12
復旧状態

備考
(その他）

No.

A4A2A1
対象 被災時期 被災形態

A11A10
被災誘因

A9
構築場所

A7
壁面勾配

A8
壁面工

A6
壁高さ

A3
復旧 徴候の経緯徴候

A15A14A13
施工時期

集　　計

工事名

　アンケート項
目

回答会社名

地域

A5
壁面積用途

アンケート回答リスト（誘因：降雨） 
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アンケート回答（誘因：降雨） 

2, 16%

2, 17%

8, 67%

A1 対象

補強土の被災

補強土による復旧

被災した補強土を補強土に

よる復旧

2, 18%

1, 9%

2, 18%

6, 55%

A2 被災時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

2, 20%

2, 20%6, 60%

A3 施工時期

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

6, 55%

2, 18%

2, 18%

1, 9%

A4 用途

国道

一般道

林道

農道

高速道路

鉄道

ため池

堤防

宅地造成

その他

1, 9%

3, 27%

4, 37%

1, 9%

2, 18%

A5 壁面積

～100m2

～250m2

～500m2

～860m2

～1000m2

1000m2を越える

2, 15%

5, 39%3, 23%

1, 8%

2, 15%

A6 壁高さ

～5.0m

～8.0m

～10.0m

～15.0m

15.0mを越えるもの

2, 18%

7, 64%

1, 9%

1, 9%

A7 壁面勾配

直勾配

～1:0.3

～1:0.6

～1:1.0

1:1.0より緩い

5, 38%

4, 31%

1, 8%

3, 23%

A8 壁面工

緑化（土のう）

緑化（エキスパンドメタル)

緑化(溶接金網)

コンクリート(現場打ち)

コンクリートブロック

コンクリートパネル

その他

7, 44%

1, 6%

4, 25%

3, 19%

1, 6%

A9 構築場所

沢部

尾根部

自然斜面へのすり付け

切土斜面へのすり付け

平地部

その他

12, 100%

0, 0%

A10 被災誘因

降雨

地震

その他

6, 33%

2, 11%

3, 17%

2, 11%

2, 11%

3, 17%

A11 被災形態

天端部の沈下・クラック発生

法面部の沈下・クラック発生

壁面のはらみだしなど顕著

な変形

壁面部分の崩壊

全体崩壊

その他

4, 33%

6, 50%

2, 17%

A12 復旧状態

全復旧

一部復旧

計測管理

4, 34%

1, 8%

7, 58%

A13 復旧

押さえ盛土

排水工

切土

アンカー

その他の補強土

コンクリート擁壁工

積みブロック工

その他

2, 17%

10, 83%

A14 徴候

あった

なかった

0, 0%

5, 100%

0, 0%

A15 徴候の経緯

定期計測

巡回目視による

近隣からの通報

凡例： 回答数，割合(%)
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アンケート回答会社リスト（誘因：その他）

補
強
土
の
被
災

補
強
土
に
よ
る
復
旧

被
災
し
た
補
強
土
を
補
強

土
に
よ
る
復
旧

～
1
9
8
0

～
1
9
8
5

～
1
9
9
5

～
2
0
0
0

～
2
0
0
5

2
0
0
6
～

～
1
9
8
0

～
1
9
8
5

～
1
9
9
5

～
2
0
0
0

～
2
0
0
5

2
0
0
6
～

国
道

一
般
道

林
道

農
道

高
速
道
路

鉄
道

た
め
池

堤
防

宅
地
造
成

そ
の
他

～
1
0
0
m
2

～
2
5
0
m
2

～
5
0
0
m
2

～
8
6
0
m
2

～
1
0
0
0
m
2

1
0
0
0
m
2
を
越
え
る

～
5
.
0
m

～
8
.
0
m

～
1
0
.
0
m

～
1
5
.
0
m

1
5
.
0
m
を
越
え
る
も

の 直
勾
配

～
1
:
0
.
3

～
1
:
0
.
6

～
1
:
1
.
0

1
:
1
.
0
よ
り
緩
い

緑
化
（
土
の
う
）

緑
化
（
エ
キ
ス
パ
ン
ド
メ

タ
ル

)

緑
化

(

溶
接
金
網

)

コ
ン
ク
リ
ー
ト

(

現
場
打

ち

)

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク

コ
ン
ク
リ
ー
ト
パ
ネ
ル

そ
の
他

沢
部

尾
根
部

自
然
斜
面
へ
の
す
り
付
け

切
土
斜
面
へ
の
す
り
付
け

平
地
部

そ
の
他

降
雨

地
震

そ
の
他

天
端
部
の
沈
下
・
ク
ラ
ッ

ク
発
生

法
面
部
の
沈
下
・
ク
ラ
ッ

ク
発
生

壁
面
の
は
ら
み
だ
し
な
ど

顕
著
な
変
形

壁
面
部
分
の
崩
壊

全
体
崩
壊

そ
の
他

全
復
旧

一
部
復
旧

計
測
管
理

押
さ
え
盛
土

排
水
工

切
土

ア
ン
カ
ー

そ
の
他
の
補
強
土

コ
ン
ク
リ
ー
ト
擁
壁
工

積
み
ブ
ロ
ッ
ク
工

そ
の
他

あ
っ

た

な
か
っ
た

定
期
計
測

巡
回
目
視
に
よ
る

近
隣
か
ら
の
通
報

3 Ｂ社 農道工事 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

溶接金
網が被
害が大
きい

○ ○
大きな
上載盛
土あり

○
せっぴ

○ ○
天端の
み壁面
変形

○

○
天端補強土
取替及びさ
らなる補強

工

○ ○

4 Ｂ社
ダム工事(調整
池周り)

北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
溶接金
網が被
害が大

○ ○
○

せっ
ぴ・融

○ ○ ○ ○
壁面大
きな崩

壊
○ ○

○
復旧及び
押さえ

○ ○

14 Ｃ社
飛騨東部第２期
地区第２工区付
帯工事

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

凍上
○ ○

○
現況復旧

○

1 0 3 0 0 0 0 3 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 1 1 2 1 0 0 1 0 2 1 0 0 0 2 2 0 0 0 2 2 0 1 0 2 1 0 0 3 2 1 2 2 0 2 1 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 1 0 2 0

※【せっぴ(雪庇)】 山の稜線から風下側に張り出したひさし状の積雪

集　　計

工事名

　アンケート項
目

回答会社名

地域

A5
壁面積

A6
壁高さ

A3
復旧 徴候の経緯徴候

A15A14A13
施工時期 用途

A11
被災形態

A7
壁面勾配

A8
壁面工

A10
被災誘因

A9
構築場所

A12
復旧状態

備考
(その他）

No.

A4A2A1
対象 被災時期
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アンケート回答会社リスト（誘因：その他）

A1 対象

1, 25%

3, 75%

補強土の被災

補強土による復旧

被災した補強土を補強土
による復旧

A2 被災時期

0, 0%

3, 100%

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

A3 施工時期

1, 33%

2, 67%

～1980

～1985

～1995

～2000

～2005

2006～

A4 用途

2, 67%

1, 33%

国道

一般道

林道

農道

高速道路

鉄道

ため池

堤防

宅地造成

その他

A5 壁面積

2, 50%

1, 25%

1, 25%

～100m2

～250m2

～500m2

～860m2

～1000m2

1000m2を越える

A6 壁高さ

1, 25%

1, 25%

2, 50%

～5.0m

～8.0m

～10.0m

～15.0m

15.0mを越えるもの

A7 壁面勾配

2, 67%

1, 33%
直勾配

～1:0.3

～1:0.6

～1:1.0

1:1.0より緩い

A8 壁面工

2, 34%

2, 33%

2, 33% 緑化（土のう）

緑化（エキスパンドメタル)

緑化(溶接金網)

コンクリート(現場打ち)

コンクリートブロック

コンクリートパネル

その他

A9 構築場所

1, 17%

2, 33%

1, 17%

2, 33% 沢部

尾根部

自然斜面へのすり付け

切土斜面へのすり付け

平地部

その他

A10 被災誘因

3, 100%

降雨

地震

その他

A11 被災形態

1, 11%

2, 22%

2, 22%

2, 22% 2, 23%

天端部の沈下・クラック発生

法面部の沈下・クラック発生

壁面のはらみだしなど顕著
な変形

壁面部分の崩壊

全体崩壊

その他

A12 復旧状態

2, 67%

1, 33%

全復旧

一部復旧

計測管理

A13 復旧

3, 75%

1, 25%

押さえ盛土

排水工

切土

アンカー

その他の補強土

コンクリート擁壁工

積みブロック工

その他

A14 徴候

1, 33%

2, 67%

あった

なかった

A15 徴候の経緯

2, 100%

定期計測

巡回目視による

近隣からの通報

凡例：　回答数，割合(%)
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2.2.4 結果の分析  
アンケート結果をもとに分析を行った。下記に示す。  
 

 (1) 全体  
合計 25 の事例が収集された。その結果及び分析を下記に整理する。  
 
1)  対象、被災、施工時期について  

概ね 2,000 年以降に築造された補強土が近年の災害等により被災し、復旧さ

れた事例が多い。これは、補強土の歴史がまだ浅く、近年に急激に採用例が増

加したこと、また、異常気象による集中豪雨、阪神淡路大震災以降、新潟中越

地震、能登半島地震等の比較的規模の大きい地震が 2000 年以降に頻発してい

ることなどが関係しているものと考えられる。  

2) 用途について  
道路構造物での被災が多い。その他は、堤防が１事例のみである。道路の種

別は一般道が最も多い。次に農道、林道、国道、高速道路の順である。  

3) 規模、壁面仕様について  
壁面高 5～8m、壁面積 250～500m2 を中心に被災している。比較的高さはあ

るが、地震時の検討がなされていない範囲での被災が多いことを示している。

また、小規模なものではなく、延長 50m 程度の中規模以上の場合の被災も多

い。また、勾配は 1:0.3 以下の溶接金網による緑化タイプに被災が多い。  

4) 構築場所  
沢部に設けられた場合の被災が多い。また、自然斜面や切土斜面等へのすり

つけ部、平地部での被災もみられる。  

5) 被災誘因  
地震と降雨が同数程度であった。  

6) 被災形態  
天端部の沈下、クラックが比較的多い。  

7) 復旧状態  
一部復旧と全面復旧がほぼ同程度である。補強土の場合は変状が生じた場合

に内部の健全性の判断が難しいため、変状の程度によっては全面復旧とせざる

を得ない事例が多いものと考えられる。  

8) 復旧  
復旧においては、排水工によるものが多かったが、排水施設が不十分であっ

たことによる被災が多いことを反映したものと思われる。また、用途は道路が

多いため、一部復旧の場合は、使用性確保のための路盤、舗装面の復旧による

ものが多い。  



 

16 

9) 徴候及び経緯  
大半が徴候はなかったとしている。徴候の有無に関わらず、巡回目視による

ものである。  
 
 

表-2.2.1  アンケート結果（全体）一覧表  
項目  結果  備考  

A1 対象  「被災した補強土を補強土によって復

旧」した事例が全体の半分以上であっ

た。  

 

A2 被災時期  「2000 年以降」に被災した事例が約 9 割

に上った。  
 

A3 施工時期  1985 年～2006 年までばらつきがあるが、

特に「2000 年～2005 年」までに施工さ

れたものが半数である。  

 

A4 用途  「一般道」が最も比率が高く約 4 割であ

る。国道、有料道路を合わせると全体の

6 割を超える。  

 

A5 壁面積  壁面積「250～500m2」の場合が約 4 割で

最も多い。  
平均壁面高さを 7m(5
～ 8m が最も多いた

め)とすると、延長 35
～70m 程度の規模と

なる。  
A6 壁高さ  壁面高さは「5～8m」の場合が約 4 割で

最も多い。  
 

A7 壁面勾配  「1:03 以下」が約 6 割で最も多い。   
A8 壁面工  「緑化（溶接金網）」が約 4 割で最も多

い。  
 

A9 構築場所  「沢部」が約 4 割で最も多い。その他は、

「自然斜面すりつけ部」、「切土斜面すり

つけ部」、「平地部」がそれぞれ 2 割程度

である。  

 

A10 被災誘因  「降雨」と「地震」が、ほぼ同数であり、

「降雨」による事例が若干多い。  
 

A11 被災形態  「天端部の沈下、クラック発生」が約 4
割で最も多い。  

 

A12 復旧状態  「一部復旧」が約 5 割、「全面復旧」が 4
割で、ほぼ同程度である。  

 

A13 復旧  「排水工」によるものが多く、その他は、

「路盤、舗装面の復旧」、「ジオテキスタ

イル補強土による強化復旧」が多い。  

 

A14 徴候  「なかった」が 8 割以上   
A15 徴候の経

緯  
すべて「巡回目視」による   
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(2) 誘因：降雨（１２事例）  
ここでは、被災の誘因が「降雨」の場合のみを抽出した場合を整理する。  
傾向は、概ね上述の全体整理と同様であるが、下記の点が特徴的である。  

1) 被災時期  
誘因が地震である場合と異なり、2000 年以前にも数件事例がある。  

2) 壁面勾配  
1:0.3 以下の急こう配のり面の場合が大半で、直勾配のものも２事例ある。 

3) 徴候と経緯  
降雨の場合は、降雨開始から雨水が地中に浸透するまでに、多少のタイム

ラグがある。そのため、比較的降雨強度の高い降雨が続く場合は、巡回目視等

の対応を行いやすいものと思われる。しかし、巡回目視にも関らず、徴候の発

見に至るケースは低い。  
表-2.2.2  アンケート結果（降雨）一覧表  

項目  結果  備考  
A1 対象  「被災した補強土を補強土によって

復旧」した事例が全体の 7 割程度であ

った。  

 

A2 被災時期  「2000 年以降」に被災した事例が約 7
割程度であり、1995 年以前及び 2000
年以前の事例が約 3 割である。  

 

A3 施工時期  「2000 年～2005 年」までに施工され

たものが 8 割である。  
 

A4 用途  「一般道」が最も比率が高く 5 割を超

える。林道、農道が約 4 割である。  
 

A5 壁面積  壁面積「250～500m2」の場合が約 4
割で最も多い。  

平均壁面高さを 7m(5
～ 8m が最も多いた

め)とすると、延長 35
～70m 程度の規模と

なる。  
A6 壁高さ  壁面高さは「5～8m」の場合が 5 割を

超える。10m 以上の事例も 3 件(2 割)
あった。  

 

A7 壁面勾配  「1:03 以下」が約 8 割で最も多い。   
A8 壁面工  「緑化（エキスパンドメタル、溶接金

網）」が約 7 割で最も多い。  
 

A9 構築場所  「沢部」が約 4 割で最も多い。その他

は、「自然斜面すりつけ部」、「切土斜

面すりつけ部」、の合計は、全体の 4
割程度である。  

 

A10 被災誘因  「降雨」のみ   
A11 被災形態  「天端部の沈下、クラック発生」が 3

割を超え、最も多い。  
 

A12 復旧状態  「一部復旧」が約 5 割、「全面復旧」

が約 3 割、「計測管理」が約 2 割であ

る。  

 

A13 復旧  「排水工」によるものが多い。   
A14 徴候  「なかった」が 8 割以上   
A15 徴 候 の 経

緯  
すべて「巡回目視」による   
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(3) 誘因：地震（１０事例）  
ここでは、被災の誘因が「地震」の場合のみを抽出した場合を整理する。  
傾向は、概ね上述の全体整理と同様であるが、下記の点が特徴的である。  

1) 対象  
補強土が被災して他工法によって復旧された事例、他工法が被災して補強

土で復旧された事例、及び被災した補強土を補強土で復旧した事例がほぼ同数

である。  
補強土が被災して他工法によって復旧された事例は、被災規模にもよるが、

交通解放を早急に行う場合に補強土工法の適用が困難なケースなどが考えら

れる。結果的には、補強土によって復旧されたケースが６割を超える。  
2) 徴候と経緯  

地震は突如発生する自然災害であるため、事前事後の状況観察記録が存在

しにくいものと考えられる。  
表-2.2.3  アンケート結果（地震）一覧表  

項目  結果  備考  
A1 対象  補強土が被災して他工法によって復旧

された事例、他工法が被災して補強土で

復旧された事例、及び被災した補強土を

補強土で復旧した事例がほぼ同数であ

った。  

 

A2 被災時期  「2000 年以降」に被災した事例がすべて

である。  
全 体 の 整 理 と ほ

ぼ同様  
A3 施工時期  「2000 年～2005 年」までに施工された

ものが 8 割を超える。  
同上  

A4 用途  「一般道」が最も比率が高く約 4 割であ

る。国道、有料道路を合わせると全体の

8 割である。  

同上  

A5 壁面積  壁面積「250～500m2」の場合が約 5 割で

最も多い。  
同上  
 

A6 壁高さ  壁面高さは「5～8m」の場合が約 4 割で

最も多い。  
全 体 の 整 理 と ほ

ぼ同様  
A7 壁面勾配  「1:0.1～1:0.6」が全てである。  補強土壁の領域  
A8 壁面工  「緑化（溶接金網）」が約 4 割で最も多

い。  
全 体 の 整 理 と ほ

ぼ同様  
A9 構築場所  「沢部」が 5 割で最も多い。その他は、

「自然斜面すりつけ部」、「平地部」がそ

れぞれ 2 割程度である。  

同上  

A10 被災誘因  「地震」のみ   
A11 被災形態  「天端部の沈下、クラック発生」が約 5

割を超え、最も多い。  
全 体 の 整 理 と ほ

ぼ同様  
A12 復旧状態  「一部復旧」、「全面復旧」が半々である。 同上  
A13 復旧  「排水工」によるものが多く、その他は、

「路盤、舗装面の復旧」、「ジオテキスタ

イル補強土による強化復旧」が多い。  

同上  

A14 徴候  全て「なかった」   
A15 徴 候 の 経

緯  
点検経緯はない。   
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(4) 誘因：その他（３事例）  
ここでは、被災の誘因が「その他」の場合のみを抽出した場合を整理する。  
傾向は、概ね上述の全体整理と同様であるが、下記の点が特徴的である。  
 

1) 被災誘因  
せっぴ（山の稜線から風下側に張り出した、ひさし状の雪）及び凍上によ

るもので、北海道、新潟県、岐阜県などの寒冷地域における被災事例である。 
2) 壁面工  

溶接金網の被害が大きいと報告されており、積雪寒冷地域での溶接金網に

よる壁面工については、適用に注意すべきであると考える。  
 

表-2.2.4  アンケート結果（降雨）一覧表  
項目  結果  備考  

A1 対象  「被災した補強土を補強土によって

復旧」した事例がほぼ全てである。  
 

A2 被災時期  「2000 年～2005 年」までに被災した

ものが全てである。  
 

A3 施工時期  「2000 年以前～2005 年」までに施工

されたものが全てである。  
 

A4 用途  「農道」が 2 件。「堤防」が 1 件であ

る。  
 

A5 壁面積  壁面積は、「 250～ 500m2」が 2 件、

「1,000m2 を超える」ものが 1 件ある。 
規模が比較的大きい

事例  
A6 壁高さ  壁面高さは「5m 以下」の場合が 2 件。

15m 以上の事例も 1 件あった。  
 

A7 壁面勾配  「1:03 以下」が 2 件、「1:0.6 以下」が

1 件ある。  
 

A8 壁面工  「緑化（エキスパンドメタル、溶接金

網）」が約 7 割で最も多い。  
特に溶接金網の被害

が大きいと報告され

ている。  
A9 構築場所  「沢部」が 2 件。「平地部」も 2 件。

その他は、「自然斜面すりつけ部」が

1 件。  

 

A10 被災誘因  「その他」のみ  せっぴ、凍上等、寒

冷地域での被災であ

る  
A11 被災形態  天端の壁面変形や壁面の大きな変形、

崩壊が生じた。  
 

A12 復旧状態  「一部復旧」が 2 件、「全面復旧」が

1 件である。  
 

A13 復旧  天端の取り換えや、現況復旧及び押さ

え盛土が実施された。  
 

A14 徴候  「あった」が 2 件   
A15 徴 候 の 経

緯  
「巡回目視」による   
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2.2.5 今後の課題  
補強土の復旧事例について、関連会社にアンケートを実施して、被災誘因ごと

に被災・復旧内容について整理を行った。しかし、土木構造物の自然災害による

被災はいまだ頻発しており、より効果的な調査、設計、施工、維持管理システム

を構築するには、同様な事例の調査、集計作業を継続することが必要であると考

える。  
本委員会では、アンケートによる情報収集を行ったが、今後は、統一された判

断規準に基づいて、災害後に速やかに被災内容の整理を実施して、データベース

化することが望ましい。  
下記は、独立行政法人 土木研究所による「補強土壁被災度の目安」4)であり、

技術的な判断規準の参考となる。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ ｆ
α α β γ α β γ δ δ ε ζ δ ε ζ ζ

Ａ Ｉ-1 － － － － － － － － － － － － － －

Ｂ － Ⅱ-1 Ⅱ-1 Ⅱ-2 Ⅱ-1 Ⅱ-1 Ⅱ-2 Ⅱ-2 Ⅱ-2 Ⅱ-3 Ⅱ-4 － － － －
Ｃ － Ⅲ-1 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-1 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-2 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅲ-4 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅲ-4 Ⅲ-4
Ｄ － Ⅲ-1 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-1 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-2 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅲ-4 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅲ-4 Ⅲ-4
Ｅ － Ⅳ-1 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-1 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-2 Ⅳ-2 Ⅳ-3 Ⅳ-4 Ⅳ-2 Ⅳ-3 Ⅳ-4 Ⅳ-4
Ｆ － Ⅳ-1 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-1 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-2 Ⅳ-2 Ⅳ-3 Ⅳ-4 Ⅳ-2 Ⅳ-3 Ⅳ-4 Ⅳ-4

道路からみたランク 構造物から見たランク
Ⅰ：終局限界を超えた状態 １：被害大
Ⅱ：終局限界に達しない状態 ２：被害中
Ⅲ：修復限界に達しない状態 ３：被害小
Ⅳ：使用限界に達しない状態 ４：被害無し

道
路

へ
の

影
響

構造物としての健全性
ｄ ｅｂ ｃ

道路への影響

A 道路としての機能を完全に喪失し、復旧に長期間を要する

B 道路としての機能を喪失したが、短期間での復旧が可能
C 緊急用車両などの通行は可能であり、短期間での復旧が可能
D 一般車両が何とか通行可能であり、短期間で復旧可能
E 通常の通行可能であり、日常の維持補修で修復が可能
F 影響なし

構造物としての健全性
　　 損傷・変状の程度

a 完全に崩壊または大変形し、構造物としての機能を有しない
b 比較的大きな変形または損傷をしたが、構造物としての機能は当面維持できる
c 部分的に変形・損傷し安定性は損なわれたが、構造物としての機能は当面確保できる
d 変形をしたが、構造物の安定性に大きく影響しない
ｅ 部分的に変形・損傷したが、構造物の安定性には大きく影響しない
ｆ 変形・損傷なし

補修・復旧の程度（構造物としての健全性を回復するために）
α 再構築が必要で長期間を要する
β 部分的な再構築が必要（数週間～１ヶ月程度）
γ 他の補強対策で機能回復が可能（数週間～１ヶ月程度）
δ 部材・材料の部分的な交換や補修（数日～数週間程度）
ε 軽微な補修（１日～数日）
ζ 補修の必要なし

補強土壁被災度の目安   独立行政法人 土木研究所資料より 4) 
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2.3 被災・復旧事例の収集と分析 

 
2.3.1 降雨による被害事例 

被害の形態と復旧方法の傾向の把握を行うため、二次調査（ヒアリング）を実施し

た。  
ヒアリング内容は下記の通りである。  
① 災害時の崩壊状況  
② 施工による影響  
③ 被災前の設計形状と復旧後の形状  
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2.3.2 地震による被害事例 

7 つの事例について二次調査（ヒアリング）を実施した。その結果を以下に示す。  
これらの事例について、「道路補強土壁の被災度の目安」を適用し、復旧レベルを比

較すると下表の通りとなる。  
本表より、被災度ランクＡ～Ｂが終局限界、修復限界にあたり、全面改修が必要と

なるが、ランクＣ～Ｄでは、使用限界の範疇にあり、簡易補修で対応可能であると区

分できる。  
なお、修復限界の判断については、まだ十分な知見がなく、今後の課題であると考

える。  
 

表-2.3.1  各事例の被災度と復旧レベル  

事例番号  被災度ランク  復旧レベル  備考  

①  Ｄ  簡易補修   

②  Ｂ  全面改修   

③  Ｄ  全面改修  隣接するカルバートの影響  

④  Ｄ  簡易補修   

⑤  Ｂ  全面改修   

⑥  Ａ  全面改修   

⑦  Ａ  全面改修   
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(1 ) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材： γ=18.0kN/m
3
, φ=25°, c=0kN/m

2

基礎地盤：

(2) 被災後の断面図・寸法

・道路ｱｽﾌｧﾙﾄ面は10cm程度の亀裂

・壁高の低い（3～4m）領域で、約30mの半楕円状の亀裂

・壁高の高い（5～6m）領域で、道路中央に約40m程度の直線状の亀裂

・壁面側のｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ、側溝が5～10cm程度ずれ

不明

工　 種：

復旧方針：

特記事項：

最大加速度(推定)： 880.1Gal

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

一部復旧（路盤・舗装）

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

1999年

沢部，傾斜

波動の振幅・減衰等の効果：

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

(4) 復旧後の断面形状・

震度(推定)： 6強

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

L = 4.1m

L = 5.6m

植生土のう

ML枠

6.0m

1.3m

1.3m

1:0.5

補強土壁領域

補強土壁起点

L = 4.1m

L = 5.6m

植生土のう

ML枠

6.0m

1.3m

1.3m

1:0.5

事例①  
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(1 ) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材： γ=20.5kN/m
3
, φ=36°, c=5kN/m

2

基礎地盤： γ=17.5kN/m
3
, φ=20°, c=30kN/m

3

(2 ) 被災後の断面図・寸法

不明

工　 種：

復旧方針：

特記事項：

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

(4) 復旧後の断面形状・

震度(推定)： 6.5

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

本復旧，全部更新

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

2003年

沢部，傾斜

波動の振幅・減衰等の効果：

最大加速度(推定)： 543.1Gal

補強材：SR35（TA=21.6kN/m）

L = 2.7m

1:0.6

1:0.14.2m

0.6m

0.6m 0.6m2.7m マットレス基礎

排水材：タフネルEX-60
安定補助材：L=1.5m

壁面勾配 1:0.1
最大壁高 4.2m
壁面積 78m2
施工延長 23m
補強材敷設長 2.7m

γ=20.5kN/m3
c=5.0kN/m2
φ=36°

1.5m

7m

L = 4.7m

1:0.6

1:0.14.2m

2m
地盤改良工（c=130kN/m2）

排水材：タフネルEX-60
安定補助材：L=1.5m
補強材：SR55（TA=30.0kN/m）

壁面勾配 1:0.1
最大壁高 4.2m
壁面積 78m2
施工延長 23m
補強材敷設長 4.7m

1.5m γ=20.5kN/m3
c=5.0kN/m2
φ=36°

震災後の推定形状

移動

(50～80cm)

路面の陥没

地山掘削形状

1:0.6

鋼製枠の座屈

事例②  
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(1 ) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材： γ=19.0kN/m
3
, φ=25°, c=0kN/m

2

基礎地盤：

(2) 被災後の断面図・寸法

・ボックスカルバート周辺の小型ブロック積（高さ80cm）は移動

・ボックスカルバート前のｱｽﾌｧﾙﾄは損傷し、この周辺のみ噴砂

不明

工　 種：

復旧方針：

特記事項：

最大加速度(推定)： 421.3Gal

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

本復旧，全部更新

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

2001年

平地（軟弱地盤）

カルバート下地盤をグラウト剤注入

波動の振幅・減衰等の効果：

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

(4) 復旧後の断面形状・

震度(推定)： 6弱

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

L=2.0m
L=2.1m

L=2.4m

L=2.2m

L=2.8m

1:1.5

1:0.2

2.0m

3.0m

1.0m

1.0m

0.5m

0.25m
0.25m

L=2.0m
L=2.1m

L=2.4m

L=2.2m

L=2.8m

1:1.5

1:0.2

2.0m

3.0m

1.0m

1.0m

0.5m

0.25m
0.25m

事例③  
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(1 ) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材： γ=20.0kN/m
3
, φ=35°, c=30kN/m

2

基礎地盤：

(2) 被災後の断面図・寸法

・延長60mのうち20mの区間（壁高3.5～6m）でｱｽﾌｧﾙﾄ亀裂

・のり尻やのり面の状況からは滑動モードは確認できず、

原因は切り盛り境界での沈下が考えられる。

不明

工　 種：

復旧方針：

特記事項：

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

(4) 復旧後の断面形状・

震度(推定)： 6弱

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

一部復旧（路盤・舗装）

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

2003年

平地（軟弱地盤）

波動の振幅・減衰等の効果：

最大加速度(推定)： 847.5Gal

基礎砕石

L=3.4m
L=3.5m

3.4m

L=4.3m
L=3.9m

L=4.6m

1:0.38.7m

亀裂の位置

補強土壁の終点

亀裂の位置

亀裂の位置

基礎砕石

L=3.4m
L=3.5m

3.4m

L=4.3m
L=3.9m

L=4.6m

1:0.38.7m

事例④  
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5

(1) 被災前の断面図・寸法

工　 種： 鉄道：一般盛土　

道路：重力式擁壁

施工年： 鉄道：大正10年　昭和39年線増

道路：

地形条件： 沢部，傾斜

盛 土 材： 礫混じり砂質土

基礎地盤：

地下排水工：

(2) 被災後の断面図・寸法

・延長約65m　高さ4～12mにわたって崩壊

・国道17号　路面が陥没

▲崩壊前および崩壊後の断面図

・信濃川右岸の斜面上に建設された谷埋め盛土

・崩落側面部の地山に流れ盤構造あり

工　 種： ジオテキスタイル補強土壁

復旧方針： 本復旧，全部更新

参考文献：松丸ら,2004年新潟中越地震で被災した鉄道盛土の概要と降雨浸透解析,ジオシンセティックス論文集,第21巻　2006年12月

不明

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

割れ目の多いシルト岩、中粒砂岩

(4) 復旧後の断面形状・復旧方針

震度(推定)： 6.5

(5 ) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

　特記事項：

　・道路   パネル式ジオテキスタイル補強土壁
             盛土と地山境に板状排水材を設置
　・鉄道　 RRR工法
　　　　　  RRR工法のり尻部にロックボルト
　　　　　　基礎部にフィルタ層および有孔管

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

波動の振幅・減衰等の効果：

最大加速度(推定)：

国道17号

パネル式ジオテキスタイル補強土壁

JR上越線 RRR工法

▲RRR工法 ▲パネル式ジオテキスタイル補強土壁

崩壊前

崩壊後

軌道面

▲復旧断面図

▲国道17号 ▲JR上越線

事例⑤  
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事例⑥  

(1 ) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材：

基礎地盤：

▲平面図

(2) 被災後の断面図・寸法

盛土材　全体的に高含水比状態

工　 種： ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁

復旧方針： 本復旧，全部更新

特記事項：

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

　・切盛境および盛土底盤に地排水工を設置

　　　参考文献　・第40回地盤工学研究発表会　2005年　「強振動を受けたテールアルメの現地調査（第一次調査）-補強盛土内部の調査および健全性評価-」
　　　　　　　　　　・土木学会　中越地震調査報告

・路面状況　壁面近傍　40㎝沈下
・壁面状況　始点側　前倒れ、　スキン目地部からの湧水　土砂流出、中間部　壁面材の目違い、終点部　壁面の傾斜

最大震度７

テールアルメ工法

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

地震の名称： 平成16年　新潟県中越地震　（平成16年10月23日）

細粒分質の砂および礫

風化部の存在する軟岩　（始点から中間

部　砕石置換え　終点部　安定した軟岩

上）

　・壁面勾配　1分～5分勾配

　・センシング機能付きジオテキスタイルの設置

先行降雨： 7/13水害，10/23台風23号

平成5年

沢部

波動の振幅・減衰等の効果：

最大加速度(推定)： EW方位　667gal NS方位558gal 　UD方位651gal　

(4 ) 復旧後の断面形状・復旧方針

震度(推定)：

▲施工状況 ▲ジオテキスタイル敷設

▲完成状況

▲被災直後 ▲応急復旧状況
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7

(1) 被災前の断面図・寸法

工　 種：

施工年：

地形条件：

盛 土 材：

基礎地盤：

(2) 被災後の断面図・寸法

工　 種：

復旧方針：

特記事項：

　　　　　　　　　　

参考文献　石川県道路公社　能登半島地震　復旧事業報告

(5) 当該現場での入力地震動，先行降雨

先行降雨：

波動の振幅・減衰等の効果：

最大加速度(推定)： 1303.8（gal）

震度(推定)： マグニチュード6.9

地震の名称： 平成19年能登半島地震　（平成19年3月25日）

地震被災事例の取りまとめ

(3) 盛土部・地山部の土質・地下水等の詳細

　・強度特性　：残存盛土　Cu=45.9kN/m2 φu=3.3°崩土　締固め度85％　 Cu=10～23kN/m2　 φu=1～3°

（3）参照

盛土

●●●年

沢部，傾斜

（3）参照

本復旧工法の基本的考え方
①盛土背部、周辺域からくる降水等の流入による
    盛土部の脆弱化を防止する→地表水遮断工
②盛土内に流入した地下水の上昇による不安定化
    を防止する→暗渠排水工、盛土内水平排水材
③盛土下部から法尻部までの靱性を向上させ、安
定化と耐震化を図る→補強盛土工、安定処理工

　　　▲暗渠排水工　　　　　　　　　　　　　　　　▲ジオテキスタイル敷設　　

本復旧

　・土質　　：高液性限界の砂礫質シルト、砂礫混じりシルト　（凝灰角礫岩の強風化岩）

　・含水比　：　残存盛土　平均52.5％（最適含水比に比べ10％高い） 崩土　約60％

(4) 復旧後の断面形状・復旧方針

ジオテキスタイル補強盛土

Ｌ＝約１８０ｍ

Ｈ＝約２５ｍ

至
穴
水

至
金
沢

路体盛土工

（改良土)

補強盛土工

（購入土、ジオテキスタイル）

暗渠排水工

地表水遮断工

事例⑦  
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2.4 被災・復旧工事の留意点 

2.4.1 被災しやすい環境  
前述のアンケート結果より、沢部や自然斜面、切土斜面とのすりつけ部での被災事

例が多いことがわかる。一方、下表に示すように、道路土工指針 2)では、「特に注意の

必要な盛土」に、“沢部”や“自然地山・既設盛土との接続部”での腹付け盛土を挙

げており、アンケート結果を裏付けている。したがって、このような箇所での補強土

の設計、施工に関しては注意を十分に払う必要がある。  
表-2.4.1  特に注意の必要な盛土  

特に注意の必要な盛土  概要図  注意が必要となる理由  
傾斜地盤上の盛土  
・傾斜地盤上の盛土  
・谷間を埋める盛土  
・片切り片盛り  
・切り盛り境  

 
 
 
 
 

・地山からの湧水が盛土内へ

浸透し、盛土のり面を不安

定にすることが多い。  
・山岳地、丘陵地、台地等に

発達する谷間の湿田、かん

がい用水路等はその周辺の

地下水が流出している場所

であり、このような箇所の

近傍に盛土を設ける場合は

特に注意が必要である。  
腹付け盛土   

 
 
 
 

・既設の盛土に腹付け盛土を

行う場合や傾斜した地山に

薄い腹付け盛土をした箇所

は、その境界面に沿って滑

りやすい環境を形成するた

め、注意が必要である。  
 
上記に加え、アンケート結果をもとに、被災しやすい環境を考えると、以下の通り

である。  
表-2.4.2  補強土が被災しやすい環境  

被災しやすい環境  被災しやすい要因  対策（案）  
傾斜地盤上の腹付

け盛土に用いた補

強土  

・集水地形による盛土内地下水位の上

昇による盛土材の有効応力の低下  
・地下排水施設を十分に設け

る  

・盛り立て境界部分での潜在滑り面の

発生  
・段切りを行う  

既設道路に腹付け

された補強土  
・盛り立て境界部分での潜在滑り面の

発生  
・段切りを行う  

・転圧の違い等による路床の強度の不

連続化  
・既設盛土、地山側にすりつ

け区間を設けて盛土を食い

込ませるか、ジオテキスタイ

ルを延伸させる  
軟弱な基礎地盤上

に設けられた補強

土  

・強度不足による支持力低下  ・地盤改良（置き換え、固結、

プレロード等）  
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2.4.2 復旧方法の選定条件  
(1) 選定を行う際に確認すべき事項について  
道路に用いられた補強土が被災した場合に、確認しなければならない事項は下記の

通りである。  
① 道路への影響（機能喪失、短時間での復旧可能性、緊急用車両等の通行可能性） 
② 損傷・変状の程度（崩壊、変形、機能）  
③ 補修・復旧の程度（復旧なし、部分復旧、全面復旧）  
④ 被災原因（基礎地盤、排水、盛土材、その他）  
 
上記の①～④について、以下のように考える。  
① 道路への影響の程度を調べるものである。道路の機能を完全に喪失しているか、

喪失したものの短時間で復旧できるのか、緊急用車両は通行可能か、などによ

り道路への影響レベルを判断する。  
② 構造物としての健全性を確認するため、構造物の損傷、変状の程度を調べるも

のである。完全崩壊して機能していない、大きな変形を生じたが構造物として

の機能が当面維持できる、などにより、損傷、変状レベルを判断する。  
③ 構造物としての健全性を回復するための復旧の規模を設定するものである。再

構築に長期間を要するのか、部分的な再構築が比較的長期に必要か、短期間の

部分的な補修で対応可能か、などにより、復旧レベルを判断する。  
上記の①～③の調査が完了し、復旧が必要であると判断された場合は、下記の④(被
災原因の調査)が必要である。  
④ 構造物が被災した原因を調べ、復旧の際に、その原因の除去を確実に行う必要

がある。そのため、現地調査に加え、構造物に関する過去の調査、設計、施工、

維持管理等の関連図書を整理し、原因追究に努めることが重要である。これら

の資料が不足する場合は、新たに地質調査等を行う必要もある。  
 

(2) 復旧方法の選定条件  
上記が明らかとなった場合に、緊急に求められる機能や、周辺環境（迂回路の有無

等）などを確認したうえで、考えられる複数の復旧方法について、下記の項目を検

討し、最適な工法を選定する必要がある。  
 

① 原因の除去が可能か  
② 復旧の難易度（施工性、復旧完了までに要する時間）  
③ 現機能の確保（施工時における交通機能確保等）  
④ 経済性  
⑤ 復旧後の長期安定性（十分な耐震性は確保されたか）  
⑥ その他、環境等（リサイクル可能で廃棄量が少ないなど）  
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2.4.3 今後の課題  
(1) 事例分析調査の継続  

被災しやすい環境は、①沢／集水地形の影響と排水、②基礎地盤の良否、③盛

土材の転圧の良否、切り盛り境の影響等が要因となることを既に述べた。  
また、補強土形状に関していえば、補強土単体に比べて、補強土上部に追加的

なのり面がある場合、地震時に下部の補強土に対して想定以上に影響をもたらし

て補強土の変状を引き起こしている可能性もある。  
今回のアンケート調査では、２５の事例数であるが、耐震性に影響する条件を

明確にするためには、より多くの事例を収集し、分析することが望まれる。  
 
(2)  被災時の健全性確認方法の確立  

補強土の特徴として、変形に追従しやすい構造であることが挙げられる。しか

し、追従性に優れるために、外観から補強材の健全性を確認することは困難であ

る。  
したがって、基礎地盤の沈下や地震等が発生した後の変形状態が不明であるた

め、外観では健全であると判断された場合でも、再び同程度の外力が作用した場

合に、健全性を保つことができるかどうかの判断が難しい。そのため、内部が健

全であっても、外観に不安が残る場合は全面復旧を選択せざるを得ないケースが

生じるなど、工法の信頼性において重要な課題となっている。  
したがって、非破壊で、敷設後の補強材の状態を観測可能な手法の研究が必要

である。  
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３．減災のための留意点 

補強土の災害復旧時の減災（再び同様な災害が発生した場合においても、発生

しうる被害を最小化する）のための留意点を以下に整理する。 

 

3.1 被災度ランク 

災害発生から復旧までのおおまかな流れを図-3.1.1 フローチャート（案）に示

す。ここで最も重要となるのは、復旧レベルを決定するための「災害時の点検」

及び「被災度ランク」であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
復旧方法の選定においては、道路機能、被災した構造物の健全性、復旧の程度

等を事前に調べておく必要があることを述べたが、現時点で技術的な判断規準が

ないことが課題である。  
被災した構造物について、簡易補修で対応できるのか、全面改修ができるのか

を把握するには、構造物内部を非破壊で確認することが必要であるが、RC 構造

物の場合は裏込め材の健全性、補強土構造物の場合は引き抜き材の健全性等を外

観から判断することはできない。  
そのため、被災直後に緊急に実施される外観調査が重要となるが、迅速かつ適

切な判断を行うには、何が必要であるかを議論する必要がある。  
補強土構造物は、靭性をもつことにより、一般に終局（レベル A）に至りにく

いため、耐震性に優れると考えられている。しかし、被災後における構造物の健

全性の確認手法を確立しなければ、場合によっては部分補修で十分な規模でも全

面補修とせざるを得なくなるケースもあり、不経済となる可能性がある。  

図-3.1.1  災害発生から復旧までのフローチャート（案）  

 
災害発生 

変 形 崩 壊 

補強土壁 

構造体として健
全であるか？ 

部分補修で構造
体の健全性を確

保できるか？ 

全面更新 

No 

No 

部分補修 現状維持 

Yes 

Yes 

実施すべき 

調査・検討 

災害時点検 

健全性確認 

復旧レベル検討 

復旧方法検討 
(最適工法の選択) 

補修・更新 

検討課題 

点検マニュアル

の整備 

材料確認方法の

整備 

盛土
材料 

ｼﾞｵﾃｷ
ｽﾀｲﾙ 

(基礎) 
地盤 

限界状態の定義

と被災度ランクの

関連付け 

被災度ランクの設定 
被災度ランク 

の定義 

要因分析と 

復旧時の性能設

定 

更新・部分補修

手順・方法等の

検討 
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3.2 被災時の点検項目 

3.2.1 事前確認  
災害復旧時に、事前確認すべき項目は下記の通りであると考える。  

(1) 災害発生位置の確認  
(2) 近接施工現場位置の確認  
(3) 設計資料（定数、断面図等）の確認  

・工法（補強盛土 or 補強土壁）  
・のり面勾配、高さ、施工延長  
・補強材配置、銘柄  
・壁面材の有無  
・耐震設計の有無  

3.2.2  現地調査  
(1) 目視観察  

・天端／法肩／法面／法尻／周辺構造物の状況を目視で観察し、大きな変状が

ないか等の確認を行う。  
(2) 写真撮影  

・前景／天端／法肩／法面／法尻／周辺構造物の状況を写真撮影する。  
・特に、変状がある場合はできるだけスケールを当てるなどして、その規模が

わかるように撮影する。  
(3) 詳細調査  

・特にアスファルト舗装面の亀裂やクラックがある場合はその位置を図面に記

入し、長さや幅などの規模をスケールで計測する。  
・勾配計を用いて法面勾配を計測し、設計勾配と比較する。  
・壁面材に沈下や孕み出し等の変状がある場合はその位置を図面に記入し、変

形量をスケールで計測する。  
・隣接する構造物などの被災状況も確認し、当該補強土の状況と比較する。  
・その他、総合的に変状要因を考察するために壁面の向き（方角）、液状化の有

無、盛土材の含水状態（降雨量）などを把握する。  

終局限界

修復限界

使用限界

A

B

C，D

E，F

簡易
補修

全面
改修

図-3.1.2  限界状態と補修レベルとの関係（案） 
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3.2.3  今後の課題  
・調査結果から推定される変状要因を今後の工法発展（耐震、排水対策等）に

反映させる。  
・災害後の早急な対策を講じるためには、災害発生前、直後、その後の収束値

といった経時的な変状（水平変位量や勾配など）を把握し、知見とする。  
・被災状態の客観的評価方法を構築することで、被災度のランク付け、またそ

の対策の要・不要を示す。  
・対策要の場合の対策方法に関する決まり（指針）を提案する。  
・そのためには統一のチェック項目による現地調査を行う。  
・施工後の補強土は場所の特定が困難な場合が多々あるため、事前（例えば施

工完了時）に緯度・経度などの情報があると瞬時に場所の特定、調査、対策

が可能となる。  
災害時の補強土チェックシート（案）―地震編― 



 

37 

3.3 補強土による復旧工事の留意点 

3.3.1 補強土の耐災害性能を発揮させる条件  
ジオテキスタイルを用いた補強盛土は耐災害性に優れていることが過去の事例

で実証されており、災害時の盛土の復旧に有効である。例えば、地震に対しては、

地震動によって、盛土自重の自己転圧、土と補強材の間に働くインターロッキン

グ効果により、補給土効果が増すためであると考えられる。したがって、補強土

が十分な耐震性能を発揮するためには、盛土材と補強材が一緒に挙動する必要が

あり、水平力や浸透水等によって補強盛土内に亀裂等が発生していないことが前

提となる。 

補強土効果を喪失する主要因は、湧水、地下水上昇、降雨水等の水である。ま

た、補強土壁の壁面材は、抗土圧壁体ではないため、補強土効果を喪失した場合

に大きな変状をきたしやすい。 

したがって、補強土の耐災害性能を十分に発揮させるには、補強土内に水が浸

透しないように十分な排水施設の設置、遮水等の処置が必要となる。 

 

3.3.2 被災しやすい箇所における工夫  
(1) 既設盛土腹付け部における工夫  

既設盛土に腹付け行う場合は地震時等による被災事例が多く、その被災状況に

ついては、おおむね既設盛土部との境界付近にクラックが発生することが多いよ

うである。  
このようなケースについては、復旧時に、舗装面の下に敷設する補強材を既設

盛土部まで到達させることにより、クラックの発生を軽減する効果があると考え

られる。イメージを下図に示す。  
このように、被災しやすい環境での補強土の適用にあたっては、安定計算によ

る確認とともに、過去の事例を参考に、より被災しにくい構造となるような工夫

を検討する必要がある。  
 
 
 
 
 
 
 

(2) 未補強部の最小化  
補強土上部に未補強部がある場合には、挙動の異なる複合構造であると考えら

れる。つまり、未補強部に地震時に水平力が作用した場合、補強材によるインタ

ーロッキング効果が全く働かないため、補強領域に対して過度な作用を与える可

能性があるものと考えられる。  
したがって、復旧時には、未補強部を極力縮小するか、必要最小限の補強材の

敷設等の処置を行うことが望ましいと考える。  

地山側に食い込ませる  

図-4.1.1  既設盛土腹付け部における工夫  
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４．まとめ 

ジオシンセティックス補強土が耐災害性に優れていることが過去の事例で実証

されており、災害時の盛土の復旧に有効である。本委員会の調査、検討結果より、

さらなる信頼性向上、減災を図るための課題は、以下の通りである。 

 

・ジオシンセティックス補強土に関して降雨や地震によって被災した事例を調査し

た結果、被災箇所は、「沢部や自然斜面、切土斜面とのすりつけ部」が多い。した

がって、地盤が悪いところ、湧水があるところ、集水地形であるところなどでの補

強土の採用は補修性も考慮して慎重に行うべきである。また、このような箇所で採

用する場合は、十分な排水施設の設置、遮水等の処置が必要である。 

 

・全面改修と簡易補修のいずれかを区分する修復限界の判断については、現時点で

は十分な知見がなく、今後の課題である。 

 

・収集された災害事例数は合計２５であったが、修復限界の判断に関する知見の取

得、変形・崩壊メカニズムを解明するためには、引き続き事例収集が必要である。 

 

・復旧レベルを決定する際に重要となるのは、「災害時点検」と「被災度ランクの設

定」である。今後、降雨、地震等の災害を想定して、「補強土の点検マニュアル」

を整備するとともに、「統一された判断基準に基づく被災度ランク」を設定するこ

とが必要である。 

 

・変形に追従しやすい利点が、外観から構造体の健全性を確認できないという点で、

災害時点検の際には課題となる。そのため、非破壊で敷設後の補強材の状態を観測

可能となる手法の研究が必要である。 
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